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中野区基本計画の策定について 

 

 中野区基本計画（案）（以下「案」という。）に関するパブリック・コメント手続の実施結果

等を踏まえ、以下のとおり中野区基本計画を策定したため、報告する。 

 

 

１ パブリック・コメント手続の実施結果 

 （１）意見募集期間 

   令和８年１月２９日（木）から令和８年２月１８日（水）まで 

  

 （２）意見提出者 

   ８人（電子メール２人、電子申請６人） 

 

 （３）案に対する主な意見の概要及び区の考え方 

   別紙１のとおり 

    

２ 案からの主な変更点 

  別紙２のとおり 

 

３ 中野区基本計画 

  別紙３のとおり 

 



別紙１

項番 主な意見 区の考え方

1 人口動態や地理的特性を考慮したうえ
で、基本計画として区の将来像や区民の
未来を指し示す計画にしてほしい。

基本計画については、基本構想で描く10
年後に目指すまちの姿を実現するため、
人口動態や地理的特性を踏まえ、区が取
り組む基本的な方向性を示す内容として
いる。

2 区民活動センターの施設予約について、
電話や紙だと働く世代にとって利用しに
くいため、Web化を推進してほしい。

施設予約システムをリニューアルし、令
和8年5月1日の利用分から、新しい施設予
約システムでの受付を開始する。
これと合わせて、対象施設を拡大し、区
民活動センターについても利用者登録か
ら予約申込、支払いまでの手続きがすべ
てオンラインで完結できるようになる。

3 巡回相談と教員という教育の支援環境の
みでなく、放課後等デイサービスや障害
児相談事業など、直接、子どもの様子を
把握している機関と連携し協働する福
祉・教育を超えた連携のシステム化、会
議体などが必要と考える。
また、学校と話し合うことができたと考
える保護者が増えているのであれば、学
校生活支援シートを当該児童が利用して
いる相談事業所や放課後等デイサービス
へ渡すことや、障害相談の利用計画、事
業所の支援計画を学校へ渡すなど、連携
ができるようなシステムがあると良い。

障害や発達に課題のある子どもが地域で
健やかに成長するためには、関係機関が
連携を図り、切れ目のない一貫した支援
を提供する体制が必要である。障害児や
発達に課題のある子どもの支援に係る協
議については、中野区障害者自立支援協
議会の中で、引き続き、子どもに係る関
係機関とも連携しながら、検討を進め
る。
また、学校生活支援シートは教育・医
療・福祉の関係機関が連携し、継続した
支援を行うためのものであり、新しい支
援機関や病院受診、療育機関の支援計画
の作成時に、家庭が活用することが推奨
されている。このことから、今後も本人
と家族を中心として、一貫した支援を
行っていくため、関係機関とは適切に連
携していく。

案に対する主な意見の概要及び区の考え方

第２章　策定の背景

第５章　基本目標別の政策・施策

　政策２　地域愛と人のつながりを広げる

　政策７　社会の変化に対応した質の高い教育を実現する

基本目標１　人と人とがつながり、新たな活力が生み出されるまち

基本目標２　未来ある子どもの育ちを地域全体で支えるまち
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項番 主な意見 区の考え方

4 常設プレーパークについては、今後新た
に整備する公園に整備し、区内で最も自
然環境が豊かで生物多様性のある江古田
の森公園のプレーパークは速やかに廃止
すべきと考える。また、公園の環境保護
や地域的な偏りを無くす観点から、常設
プレーパークを設置する公園はローテー
ションもしくは複数設置すべきと考え
る。

プレーパークは、子どもが自由にやりた
いことができる遊び場であるとともに、
豊かな自然環境を生かし、子どもが自然
と触れ合えることを基本的な考え方とし
ている。この考え方のもと、事業実施場
所の自然環境を大切にしながらプレー
パーク事業を行っていけるよう工夫して
いきたい。
併せて、子どもたちが自然を大切にする
気持ちを育めるような自然との触れ合い
や体験の機会を創出するため、事業内容
の充実についても検討を進めてまいりた
い。
常設プレーパーク事業においては、既存
の小規模な公園等で実施することは難し
く、広い敷地が必要になると認識してお
り、令和7年度に江古田の森公園に設置し
た常設プレーパークの利用実績や区民か
らの評価などを踏まえ、他のエリアで設
置する必要があるか改めて検討してい
く。

5 子どもの放課後等の居場所の確保につい
て、インクルーシブの視点から、発達課
題のある子どもも共に過ごせるような配
慮をしてほしい。特に中高生世代は、放
課後等デイサービスではなく、今後のラ
イフステージを考え、様々な価値観のあ
る仲間たちの中で学び育つ機会を持ち力
をつけていくためにも、基幹型児童館や
中高生機能強化型児童館で共に過ごせる
ようにしてほしい。

小学生の放課後の居場所であるキッズ・
プラザ、学童クラブ、児童館において
は、発達課題のある子どもも安心して過
ごせるよう、その子の特性に応じた対応
を行っている。
中高生年代については、児童館におい
て、遊びや活動のなかで互いを理解し、
ともに育ちあえるよう援助を行っている
が、今後設置する中高生機能強化型児童
館においても引き続き取り組んでいく。

6 発達の課題など特別な配慮を必要とする
子どもに係る療育施設の保育所等訪問支
援は、療育施設に報酬が支払われるが、
保育園が支援に取り組む人件費や環境整
備費について助成が行われると、療育か
ら保育園等への地域移行も進み、インク
ルージョン保育につながると考える。

区では、国の公定価格に基づき、園に対
して給付費を支給しており、その中には
支援を必要とする園児を受け入れている
施設が人員を配置し地域住民等の子ども
の療育支援に取り組んだ場合に適用され
る加算が含まれている。これに加え、区
独自の補助も実施しており、今後もこう
した取組を継続していく考えである。

7 障害や特性により支援が必要な児童に対
する切れ目のない相談支援体制を構築す
るためには、すこやか福祉センターが核
となり、関係機関と連携・協働してケー
スワークできる仕組みが構築できると良
いが、現状では課題解決にすこやか福祉
センターが関わる仕組みになっていな
い。連携・協働することによって、どこ
かの関係機関が必ず見守っていく仕組み
が構築でき、切れ目のない支援につなが
ると思われる。

すこやか福祉センターを始めとして、保
健・医療・福祉・教育・就労等、様々な
関係者が連携し、子どもにとって最適な
支援につながるよう、相談支援の仕組み
の整備や機能強化を図っていく。さら
に、障害児通所支援事業所だけでなく保
育園や学校、学童クラブ等においても障
害や発達に課題のある子どもを受け入れ
られるよう、さらなる連携を深めてい
き、地域の子育て環境の整備を図る。

　政策８　まち全体の子育ての力を高める
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項番 主な意見 区の考え方

8 政策9の成果指標「「子育て世帯が住み続
けたくなるまちづくりが進んでいる」と
思う区民の割合」について、2020年度は
39.6％であったのに対し2025年度は
36.3％と減少している。計画案では当該
指標の向上を目標としているが、現行の
計画と比較すると、当該政策に紐づく施
策数は減少しており、事業展開の規模や
構成も簡素化されているように見受けら
れる。こうした状況を踏まえ、過去の指
標推移や施策構成の変化をどのように整
理し、計画案で何を重点的に見直し、成
果指標の向上につなげていくのかについ
て、考え方を示してはどうか。

政策9の成果指標が計画策定時から低下し
ている状況等を踏まえ、子どもと子育て
家庭が住み続けたいと思うまちづくりを
より効果的に推進するため、住宅や公
園、店舗等の子どもと子育て世帯の暮ら
しに密接に関係する環境を総合的に向上
させていく観点から、施策の統合を行っ
たところである。この趣旨を踏まえ、施
策に基づく取組を着実に進めることで、
政策の成果につなげていく考えである。

9 施策22の成果指標「区内の住宅の環境に
満足している子育て家庭の割合」につい
て、現行の基本計画から継続して使用し
ているが、2019年度の54.8％と比較し、
現状値である2024年度の50.4％は、改善
しておらず、目標値も60％と変わってい
ない。現行計画の計画期間中における目
標値未達成の要因を分析し、それを踏ま
えた改善の考え方を示してはどうか。

施策22については、子育て家庭から選ば
れるまちを目指すため、住宅や公園、店
舗等の子育て世帯の暮らしに密接に関係
する環境を総合的に向上させていく観点
から、現行の基本計画の施策24「子育て
世帯が暮らしやすい住宅・住環境の誘
導」及び施策25「子育て家庭にとって魅
力的な空間・施設等の充実」の内容を再
編・統合している。
現行の基本計画において、目標達成が難
しいと見込まれる状況を踏まえ、2030年
度の目標値も同数値を設定したものであ
る。改善に向けて施策に基づく取組を着
実に進めることで、成果につなげていく
考えである。

10 施策22の成果指標について、現行計画で
は、「誘導居住面積水準以上の住宅に住
まう子育て世帯の割合」という住宅・土
地統計調査に基づく客観的かつ定量的な
指標を使用しており、子育て世帯の住環
境を評価する上で有用であると考えられ
るが、計画案では、主観的（アンケート
によるもの）指標のみである。施策効果
を多面的に検証するためにも、主観評価
を補完する客観的視点をどのように確保
するのかについて、考え方を示してはど
うか。

施策22については、子育て家庭から選ば
れるまちを目指すため、住宅や公園、店
舗等の子育て世帯の暮らしに密接に関係
する環境を総合的に向上させていく観点
から、現行の基本計画の施策24「子育て
世帯が暮らしやすい住宅・住環境の誘
導」及び施策25「子育て家庭にとって魅
力的な空間・施設等の充実」の内容を再
編・統合している。再編・統合を検討す
る中で、当該施策の成果は当事者となる
子育て家庭の満足度を計ることが適切と
考え、成果指標を設定したところであ
る。
一方で、客観的視点の確保に係る重要性
も認識しており、当該施策に基づく個々
の取組を進める中で、「誘導居住面積水
準以上の住宅に住まう子育て世帯の割
合」も含めた定量的な効果検証も行なっ
ていく考えである。

　政策９　子育て世帯が住み続けたくなるまちをつくる
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項番 主な意見 区の考え方

11 施策28の成果指標「養護者による高齢
者・障害者虐待の通報・届出に対応でき
た割合」について、虐待の加害者は養護
者に限らないことから、「養護者によ
る」を削除した方が良いと思う。

通報・届出による高齢者・障害者虐待へ
の対応は、養護者による虐待に限らない
ことから、「養護者による」を削除す
る。

12 施策28の主な取組①「権利擁護の推進」
に関して、権利擁護に関する基本的理念
は、人権擁護が基礎であり、障害の概念
を変えていくことが重要と考える。この
ため、文中に「社会モデル」や「人権モ
デル」の記述を追記した方がいい。ま
た、障害は個人にある機能障害（医学モ
デル）ではなく、社会にある物理的・構
造的な障壁によるもの（社会モデル）、
個人の持つ機能障害は人の尊厳や人権に
影響せず、障害者は保護の対象ではな
く、権利の主体である（人権モデル）と
いう説明があると良いと思う。

施策28は、高齢・障害・認知症の人など
に共通する権利擁護と虐待防止に関する
項目であることから、障害に特化した
「社会モデル」の記載はしない。
なお、障害に関する「社会モデル」等に
ついては、障害者の人権擁護のうえで踏
まえるべき観点のため、中野区障害者計
画においては、記載している。

13 障害者からの相談には、区内のすこやか
障害者相談事業所のほか、多くの相談支
援事業所等が関わっており、利用者がど
こに相談すべきか分かりにくい状況が生
じている。あわせて、相談支援事業者や
支援員の対応も整理がついていないよう
に感じる。この背景には、重層的相談支
援体制が混乱の一要因として考えられ、
関係者の中で整理することが望ましいと
考える。

重層的支援体制整備については、重要な
取組と認識しており、今後も推進してい
く考えである。障害者等からの相談のし
やすさの向上や、関係機関との連携強化
に向け、中野区障害者自立支援協議会等
で議論いただきながら、課題整理等をし
ていきたい。

14 入所施設からの地域移行の課題は多岐に
渡るが、なかでも最大の課題は地域社会
でどのように受け止めるかという点であ
る。そのため、目標数値の妥当性や数値
目標を設定すること自体の適否は慎重に
検討すべき問題だと思う。

入所施設からの地域生活移行者数は、国
が定めた基本指針に基づき、第7期中野区
障害福祉計画において、成果目標の一つ
として掲げている。その成果目標及び数
値を、基本計画における成果指標及び目
標値として採用したところである。
ご指摘の点を踏まえて、障害者の地域生
活への移行・継続を支える基盤整備を進
め、地域共生社会を実現していく。

15 福祉人材の確保・育成について、区内の
福祉学部がある大学などと連携してヘル
パー研修制度を充実させ、ヘルパー事業
所で移動支援事業などのヘルパーとして
活用してほしい。また、大学生などに対
し、学生生活で3年以上ヘルパー活動を
行った場合やその後中野区で福祉業界に
就職した場合に、奨学金を支給するなど
の制度を考えてほしい。

福祉人材の確保・育成については、本計
画案において、「区内大学及び専門学校
との連携を進める」と記載しており、そ
の中で、ご提案いただいた内容を含め検
討していく。

基本目標３　誰もが生涯を通じて安心して自分らしく生きられるまち

　政策１３　誰一人取り残されることのない支援体制を構築する
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項番 主な意見 区の考え方

16 移動支援ヘルパーの基本報酬に対する上
乗せ又は身体障害の有無による差をつけ
ないことや、通学等支援には加算をつけ
る等、ヘルパー事業所の運営を成り立た
せることで、人材の供給幅が広がると考
える。

移動支援ヘルパーの報酬単価について
は、事業所の人材育成の側面も捉えなが
ら、制度全体の見直しの中で検討してい
く。

17 就労継続支援B型や生活介護利用の障害者
の夕方支援にも連動する事業として、せ
せらぎのような知的障害者等向けの地域
生活支援センターの開設が急務と考え
る。

日中に就労継続支援B型や生活介護を利用
している障害者の方が、それらに代わっ
て地域活動支援センターへ通所すること
については、現在のところ明確なニーズ
は確認されていない。
一方で、就労継続支援B型や生活介護の利
用後における夕方の支援については、令
和8年度から開始される都の障害者の居場
所づくり促進事業の活用を含めたタイム
ケア事業の充実等について検討してい
る。

18 障害者の夕方支援について、東京都の令
和8年度予算で18歳以降の夕方居場所補助
金が創設される。この補助金を活用し、
居場所支援推進を加速させてもらいた
い。

現在、障害者の居場所づくり促進事業の
詳細について、東京都へ確認するととも
に、タイムケア事業の運営事業者に対し
て、事業の拡充にあたっての実施日数や
人材確保などの課題について、ヒアリン
グを行っており、運営面の改善に向けて
検討を進めていく。

19 意思疎通支援等社会参画促進事業の一環
として、ICT機器を使った意思決定支援の
促進について検討してほしい。

本計画案では、「障害の状況に合わせた
支援の充実やICTの活用により、障害者の
社会参画や生活の質の向上を図る」と記
載しており、その中で、ICT機器を使った
意思決定支援の促進についても検討して
いく。

20 ｢上高田一・ニ丁目及び三丁目周辺地区防
災まちづくりの会｣が提唱した補助220号
線(Ⅱ期区間)に係る事業について、地域
住民の合意形成がなされておらず、裁量
権の濫用・行政権の濫用にあたる。もう
決まったことだから出ていけという主張
には同意できず反対する。

補助第220号線Ⅱ期区間は、上高田地区の
延焼遮断帯として防災上必要な路線であ
り、都市計画決定に基づく事業である。
令和7年6月に開催した事業説明会では、
反対意見は特に寄せられておらず、地域
住民からは概ね理解が得られていると認
識している。
今後も、寄せられた意見には丁寧に対応
し、個別の状況に応じた説明を行いなが
ら、事業の円滑な推進に努めていく。

　政策１４　誰もが自分らしく輝ける地域社会を形成する

基本目標４　安全・安心で住み続けたくなる持続可能なまち

　政策１６　災害に強く回復力のあるまちづくりを進める
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項番 主な意見 区の考え方

21 政策19の成果指標「「環境負荷の少ない
ライフスタイルなどが、区民の生活や企
業活動に浸透している」と思う区民の割
合」について、現状値が低すぎる理由を
分析し、目標値は「向上」ではなく、数
値にすべきと考える。

政策19を含む全政策の成果指標について
は、現行の基本計画における目標を向上
としており、基本構想を実現するための
残りの5年間を計画期間とする本計画案に
おいても、引き続き同じ目標を設定する
こととした。より高い成果をあげること
ができるよう、計画の進捗状況等を適切
に確認・分析しながら取組を進めてい
く。

22 施策47の成果指標「区内の二酸化炭素排
出量」について、CO2排出量ではなく温室
効果ガス排出量とすべきと考える。

区内における温室効果ガス排出の大部分
は二酸化炭素であり、成果指標について
は、区の取組とその成果との因果関係が
明確であり、かつ継続的に把握・評価で
きるものである必要があると考えている
ため、二酸化炭素排出量の削減を指標に
設定している。
一方、メタンや代替フロン類など、二酸
化炭素以外の温室効果ガスについては、
国制度等に依存する部分が大きく、区の
施策によって直接的な削減効果を定量的
に示すことが難しいという特性がある。
また、エネルギー使用量の削減や化石燃
料の燃焼機会の低減等の二酸化炭素排出
削減の取組は、二酸化炭素のみならず、
他の温室効果ガスの排出抑制にも波及効
果を持つため、二酸化炭素排出量を中核
的な指標として管理することは、温室効
果ガス全体の削減という国際的な目標と
整合するものと考えている。

23 施策48の成果指標「区民1人1日あたりの
ごみ排出量」について、2022年度454g、
2023年度435g、2024年度425ｇという傾向
からすると2030年度に400ｇという目標は
消極的すぎる。少なくとも、2023年度か
ら2024年度のトレンドから計算される
365g程度を目指すべきと考える。

成果指標の目標値400ｇは、近年の排出実
績をもとに、これまで行ってきた取組効
果の現れや、本計画における区の今後の
取組、区民等の削減努力等を加味して将
来予測を行い設定したものである。予測
の前提にはこのように様々な要素を含め
ており、過去からの推移をそのまま当て
はめるのは困難である。

24 施策49の成果指標「緑被率・みどり率」
について、緑被地を増やし、緑被率の向
上を目標にすべきと考える。また、樹冠
被覆率を成果指標には採用しない中で
も、樹冠が覆う面積を大きくするような
取組を考えるべきである。

都市化により主に民有地のみどりの減少
に歯止めがかからない状況となっている
ことから、「これ以上みどりを減少させ
ない、減った分は必ず増やす」という積
極的かつ明確なメッセージを込める趣旨
で緑被率の目標値を現状値としている。
みどりを減少させないための取組を通し
て、樹冠が覆う面積の維持・確保にも寄
与できるよう取り組んでまいりたい。

　政策１９　環境負荷の少ない持続可能なまちをつくる
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項番 主な意見 区の考え方

25 変化が激しい時代にスピード感をもって
施策を実行するために、PDCAサイクルで
はなく、小規模事業をOODAループで進め
ることも必要である。

区では基本計画に基づく施策の着実な推
進を図るため、PDCAサイクルによる進行
管理を基本と考えている。一方で、社会
情勢等の変化や区民ニーズの多様化が進
んでることも認識しており、こうした状
況を踏まえ、より効率的かつ効果的な区
政経営のあり方について、今後も研究し
ていきたい。

26 「基本計画」というタイトルに対して、
個々の施策が小粒な印象である。目標に
対する段階的な道筋が書かれておらず、
取組が曖昧かつ説得力のない内容になっ
ている。

これまで、社会状況の変化や現基本計画
の進捗状況などを踏まえ、様々な議論を
行い、計画内容の検討を行ってきたとこ
ろであり、各施策では取組の方向性や具
体的な取組内容、事業の展開を示すとと
もに、それらを効率的かつ効果的に進め
ていくための重点プロジェクトを設定し
た。計画に定める内容を着実に実行して
いくことで、基本構想の実現に向けた取
組を進めていく考えである。

第６章　区政運営の基本方針

その他

※区分整理の関係から、提出された意見の分割や同趣旨の意見等の統合を行っている場合がある。
また、個別性の高い意見については掲載を省略している。

7



別紙２

項目 頁 主な変更点 ※文言整理等の一部修正は除く

第１章　計画の基本的な考え方 ―

第２章　策定の背景
P.22
～
P.28

■３財政状況・財政見通しのうち「（２）10年間の財政フレーム」及び「（３）起債・
基金を活用する主な事業」について、令和8年度当初予算の内容を踏まえ変更

第３章　基本計画の体系 ―

第４章　重点プロジェクト ―

第５章　基本目標別の政策・施策

　施策９　　中野駅周辺における新たな魅力や
　　　　　　価値の創出・発信

P.88 ■事業の展開のうち「中野駅新北口駅前エリアのまちづくり」の展開を変更
【策定】　前期　●中野駅新北口駅前エリア再整備事業計画の
　　　　　　　　　改定、事業化に向けた検討・調整
　　　　　後期　●事業者選定、都市計画手続等
【案】　　前期　●事業化に向けた検討・調整
　　　　　後期　推進

基本目標１　人と人とがつながり、新たな活力が生み出されるまち

案からの主な変更点

1



項目 頁 主な変更点 ※文言整理等の一部修正は除く

　施策１０　中野駅周辺まちづくりにおける都
　　　　　　市基盤の整備と多様な都市機能の
　　　　　　誘導

P.91 ■事業の展開のうち「中野駅新北口駅前エリアのまちづくり」の展開を変更
【策定】　前期　●中野駅新北口駅前エリア再整備事業計画の
　　　　　　　　　改定、事業化に向けた検討・調整
　　　　　後期　●事業者選定、都市計画手続等
【案】　　前期　●事業化に向けた検討・調整
　　　　　後期　推進

　施策１３　児童虐待の未然防止、早期発見
　　　　　　・早期対応

P.105 ■主な取組④の主な事業「社会的養護自立支援拠点事業」について、新規・拡充事業
（◎）に変更し、事業の展開を追記
・主な事業
【策定】　◎社会的養護自立支援拠点事業
【案】　　○社会的養護自立支援拠点事業
・事業の展開
【策定】　前期　●事業の拡充 後期　推進
【案】　　―

　施策１５　一人ひとりの子どもの状況に
　　　　　　応じた教育と支援の充実

P.114 ■成果指標と目標値のうち「②「学校生活支援シート（個別の教育支援計画）の作成に
あたり、学校と話し合うことができた」と思う保護者の割合」について、指標設定の理
由を変更
【策定】　子ども一人ひとりのニーズに合わせた指導を行うため
【案】　　子ども一人ひとりの特性に合わせた指導を行うため

　施策１８　多様な子どもの居場所づくり
　　　　　　の推進

P.125 ■施策の方向性について、１点目の記述を変更
【策定】　多様な子どもたちが安全・安心に過ごせ、遊び・学び・体験ができる場
　　　　　を充実します。
【案】　　多様な価値観、特性などを持つ子どもたちが安全・安心に過ごせ、遊び・
　　　　　学び・体験ができる場を充実します。

基本目標２　未来ある子どもの育ちを地域全体で支えるまち
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項目 頁 主な変更点 ※文言整理等の一部修正は除く

　施策２３　若者の社会参画支援の充実

P.146
～

P.147

■主な取組②の主な事業「社会的養護自立支援拠点事業」について、新規・拡充事業
（◎）に変更し、事業の展開を追記
・主な事業
【策定】　◎社会的養護自立支援拠点事業
【案】　　○社会的養護自立支援拠点事業
・事業の展開
【策定】　前期　●事業の拡充 後期　推進
【案】　　―

　施策１９　妊娠から子育てにかかる切れ目
　　　　　　ない相談支援体制の充実

P.130
P.132

■主な取組①の主な事業の名称を変更し、事業の展開を追記
・主な事業
【策定】　◎妊産婦健康診査
【案】　　○妊婦健康診査
・事業の展開
【策定】　前期　●産婦健康診査の実施 後期　推進
【案】　　―

■事業の展開のうち、「乳幼児健康診査」の前期・後期の展開を追記
【策定】　前期　●1か月児健康診査の実施 後期　推進
　　　　　　　　●5歳児健康診査の実施 　　　　推進
【案】　　前期　●5歳児健康診査の実施 　後期　推進

3



項目 頁 主な変更点 ※文言整理等の一部修正は除く

　施策２８　権利擁護と虐待防止の推進
P.169 ■成果指標②の指標名を変更

【策定】　高齢者・障害者虐待の通報・届出に対応できた割合
【案】　　養護者による高齢者・障害者虐待の通報・届出に対応できた割合

　施策２９　多様な課題を抱えている人やその
            家族の早期発見・早期対応の推進

P.172 ■成果指標と目標値のうち「②自殺死亡率（10万人対）」について、現状値を変更
【策定】　17.5
【案】　　17.6

　施策３５　健康的な生活習慣が身につく環境
            づくり

P.197 ■成果指標と目標値のうち「②食べ物や食生活に関して栄養バランスや規則正しい食生
活を心がけている人の割合」について、目標値を変更
【策定】　63
【案】　　60

　施策３９　災害に強い体制づくり

P.216 ■主な取組⑤の本文の記述を追記
【策定】　都市型水害の被害軽減を図る治水対策として、公共施設や大規模民間
　　　　　施設等の新築等に伴い、雨水流出抑制施設の設置指導を行います。
【案】　　公共施設や大規模民間施設等の新築等に伴い、雨水流出抑制施設の設
　　　　　置指導を行います。

第６章　区政運営の基本方針 ―

基本目標４　安全・安心で住み続けたくなる持続可能なまち

基本目標３　誰もが生涯を通じて安心して自分らしく生きられるまち
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※本文中に「＊印」のある用語は、巻末の用語解説に説明があります。 

※本冊子の表・グラフの数値は、表示単位未満を四捨五入しています。このため、表示している

数値から算出した合計値と合計欄の値は異なる場合があります。 





 

  

第１章 計画の基本的な考え方 

１ 策定の趣旨 

２ 基本計画の位置付け 

３ 計画期間と進行管理 

４ 基本計画の構成 
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中野区は、2021 年 3 月に区議会の議決を経て、中野区基本構想（以下「基本構想」

といいます。）を改定しました。この基本構想では人々が大切にする理念の下、10 年

後に目指す中野のまちの将来像「つながる はじまる なかの」を掲げるとともに、

4 つのまちの姿を描き、あわせて、区政運営の基本方針を示しています。基本構想は

中野区に住む全ての人や、このまちで働き、学び、活動する人々にとって、平和で、

より豊かな暮らしを実現するための共通目標であり、また、区が区民の信託に基づき、

区政運営を進める上で、最も基本的な指針を示すものです。 

区は、基本構想で描く 10 年後に目指すまちの姿を実現するため、2021 年 9 月に中

野区基本計画（以下「前基本計画」といいます。）を策定し、取組を進めてきました。

前基本計画の計画期間が 2025 年度に終了することに伴い、その後の 5 年間における

区政運営を着実に推進し、基本構想の実現につなげていくため、新たな中野区基本計

画（以下「基本計画」といいます。）を策定します。  

策定の趣旨 
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区は中野区自治基本条例に基づき、基本構想の実現を図るため、基本計画を策定し、総合

的かつ計画的な行政運営を行います。 

基本計画では、基本構想において描く目指すまちの姿の実現に向け、区が取り組む基本的

な方向性を示します。また、区政全般にわたる総合的な計画として定めるとともに、各個別

計画の上位の計画に位置付けるものです。 

基本計画においては、区が取り組む方向性に沿って必要な政策及び施策を体系的に示しま

す。また、地方人口ビジョンとして将来人口推計を示すとともに、持続可能で活力ある地域

社会の実現に向けた取組を盛り込み、まち・ひと・しごと創生法に基づく市町村まち・ひと・

しごと総合戦略に位置付けます。  

基本計画の位置付け 

基本構想 

（目指すまちの姿、区政運営の基本方針） 

基本計画 

（基本構想の実現に向けて区が取り組む基本的な方向性） 

個別計画 

 

子ども総合計画 

健康福祉総合 

推進計画 

区有施設 

整備計画 

環境基本計画 

など 

整合 

予算・事業の執行 
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基本計画の計画期間は、2026 年度から 2030 年度までの 5 年間で、この 5 年間のうち、前

半の 2 年間を前期、後半の 3 年間を後期とし、進捗管理を行います。計画期間中においては、

目標と成果による区政運営により、目標と現状についての検証を行いながら、取組の改善を

図っていきます。また、計画策定後、区を取り巻く社会経済状況が大きく変化した場合には、

必要に応じて計画の改定を行います。 

  

２０２１

年度 

 
▶ 

 ２０２５

年度 

２０２６

年度 

 
▶ 

 ２０３０

年度 

          

計画期間と進行管理 

前期 後期 

基本構想 

前基本計画 基本計画 
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 基本計画の構成 

基本構想において描く目指すまちの姿の実現に向け、区が取り組む基

本的な方向性について、4つの基本目標の下、政策及び施策を体系的

に示します。各施策においては、施策の方向性を明示するとともに、

施策の達成状況の目安となる成果指標と目標値を設定しています。ま

た、主な取組と事業の展開を示しています。なお、基本計画において

は、今後の区政の方向性を示す趣旨から、国の制度等に基づき運営し

ていくことが義務付けられている事務については原則として掲載を

省略しています。 

第５章 

基本目標別の

政策・施策 

基本計画の基本的な考え方として、策定の趣旨、位置付け、計画期間 

等について整理しています。 

第１章 

計画の基本的

な考え方 

基本計画の策定にあたり、注視すべき区を取り巻く社会状況等の変化や

将来人口推計、財政見通し等を示します。 

第２章 

策定の背景 

基本構想の実現に向け、持続可能な区政運営を進めるための基本方針 

を示します。 

第６章 

区政運営 

の基本方針 

政策及び施策を効果的かつ効率的に推進するために設定する重点プロ 

ジェクトについて示します。 

第４章 

重点 

プロジェクト 

基本構想・基本計画の体系図、SDGs との関係性を示します。 
第３章 

基本計画の体系 
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第２章 策定の背景 

１ 区を取り巻く社会状況等の変化 

２ 人口動向・将来人口推計 

３ 財政状況・財政見通し 
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国の総人口は、2008 年の 1 億 2,808 万人をピークに減少に転じ、人口減少社会に突入しま

した。2023 年に公表された国立社会保障・人口問題研究所の推計では、2070 年に現在の 7割

程度の人口となる 8,700 万人まで減少する見込みが示されるとともに、2030 年までの期間に

おいては毎年 60万人超の減少が予想されています。 

また、人口減少が進むことと併せて人口構造は変化し、高齢者人口の割合が 2030 年までに

30％を超え、2070 年には 40％近くまで上昇すると同時に、年少人口や生産年齢人口の割合が

低下していくことで、社会・経済における様々な問題が生じていくと予測されます。 

 中野区の状況をみると、総人口は新型コロナウイルス感染拡大の影響から一時減少に転じ

たものの再び増加傾向にあり、国の総人口とは必ずしも一致しない傾向がある一方で、長期

的には人口減少や高齢者人口の増加が進んでいくことが見込まれます。また、年少人口の割

合は、全国や 23 区の中でも低い状況にあり、将来的にはさらに低い割合となっていくことが

予測されます。 

こうした状況は、地域経済や区財政、地域コミュニティの活力に深刻な影響を与えていく

ことが懸念されます。これまで経験したことのない人口減少社会において、区民の豊かな暮

らしを守っていくことは最も重要な課題です。 

この課題に対応するためには、地域における様々なつながりの創出と誰一人取り残される

ことのない安心できる地域社会づくりに取り組み、協働・協創を深めていくとともに、次の

世代を担う若い世代が将来に希望を持って住み続けられるまちづくりに取り組んでいく必要

があります。 

 

 

現在の日本社会においては、ジェンダーギャップ（男女の性差による格差）や LGBTQ （性的

マイノリティ）、障害者雇用や外国人労働など、ダイバーシティへの問題意識から、様々な面

で、互いの違いや価値観を尊重する取組が求められています。 

中野区は、20 歳代を中心に若年層の転入が多く、外国人住民は過去最多となっており、今

後も増加していくことが見込まれます。また、地域の伝統的な文化・芸術活動や、若者など

に支持されるサブカルチャーは国内外で広く知られています。こうした多様性にあふれるま

ちとして、あらゆる差別をなくし、様々な個性や価値観が尊重される社会づくりを進めるこ

とは意義深く、重要です。 

2022 年に制定した中野区人権及び多様性を尊重するまちづくり条例では、全ての人が、あ

らゆる差別を受けることなく、それぞれの能力を発揮し、地域社会の一員として暮らすこと

ができることを基本理念に掲げています。この基本理念に基づき、区民一人ひとりが互いの

区を取り巻く社会状況等の変化 

（１）人口減少社会の進展と人口構造の変化 

（２）ダイバーシティの進展 
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人権と多様性を認め合いながら、活躍できる地域づくりを進めていく必要があります。また

同時に、ユニバーサルデザイン＊を推進し、全ての人がそれぞれの意欲や能力に応じて社会参

加する「全員参加型社会」や、まちの魅力向上による地域の活性化の実現に向け、取り組ん

でいくことが重要です。 

 

 

我が国では、未来社会の姿を「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシステ

ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会」とする Society5.0 の実

現に向け、官民を挙げて様々な取組を進めています。 

こうした中、国はデジタル社会のビジョン「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズ

に合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」を掲げており、このビ

ジョンの実現に向けては、住民に身近な行政を担う自治体の役割は極めて重要とされていま

す。また、東京都は、 「情報技術で行政の今を変える、首都から未来を変える」をビジョンに

掲げる「一般財団法人 GovTech 東京」を設立し、区市町村を含めた東京の DX＊推進を加速さ

せる取組を進めています。 

中野区は、区民に直接サービスを提供する基礎的自治体として、区民サービスの向上に向

け、不断の改善に取り組んでいく必要があります。そのためには、デジタル技術の活用は不

可欠であり、国全体が目指す社会の姿を見据え、民間企業や他自治体と協働し、取組を進め

ていくことが重要です。 

 

 

 

地球温暖化に伴う気候変動の影響等により、我が国の自然災害のリスクは高まっており、

大型台風や記録的な大雨、災害級といわれる猛暑などによる被害が全国各地で発生していま

す。 

また、2011 年の東日本大震災以降も大規模な地震が発生しており、2024 年 1 月の能登半島

地震による被害は甚大なものとなりました。2025 年 1 月には、政府は、南海トラフ巨大地震

が今後 30年以内に発生する確率を 80％程度に引き上げています。東京都が公表している「首

都直下地震等による被害想定」では、中野区における被害が最も大きく見込まれるのは多摩

東部直下地震（マグニチュード 7.3）とされています。 

自然災害から区民の生命と財産を守るためには、様々な状況を想定したうえで、想定外の

事態へも適切に対応できるよう、十分な備えをしていくことが重要です。そのためには、区

の危機管理体制や地域の防災力を更に向上させるとともに、地域特性を踏まえた災害に強い

都市基盤整備を推進していくことが求められます。 

また、異常気象の一因とされている地球温暖化への対策のため、あらゆる行政活動におい

て脱炭素の視点を持って取り組むとともに、区民、事業者と連携・協働し、脱炭素社会＊の実

現に向けた取組を着実に進めていくことが重要です。 

 

（４）自然災害の発生と気候変動の影響 

（３）デジタル社会の実現に向けた取組の進展 
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インターネットの普及等に伴う情報通信社会の急速な進展等により、人々の生活環境やラ

イフスタイルは急速に変化してきました。 

また、少子高齢化や核家族化、未婚化・晩婚化などの社会環境の変化により、人と人との

関係性やつながりの希薄化が進んでいます。さらに、2020 年初頭からの新型コロナウイルス

感染拡大は、外出自粛や経済活動の停滞、直接的なコミュニケーションの減少など、様々な

社会環境の変化をもたらし、人々が感じる孤独・孤立の問題を顕在化・深刻化させました。 

 こうした社会状況から、基本構想の理念に掲げる人と人との交流やつながりを広げ、誰一

人取り残されることのない安心できる地域社会の構築は一層重要となっています。 

  

（５）ライフスタイルの変化と孤独・孤立 
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 中野区の人口は1970年をピークに減少傾向となり、2000年には30万人を割り込みました。

その後は増加傾向に転じ、新型コロナウイルス感染症等の影響による減少が一時期見られた

ものの、増加の傾向は継続しています。また、年齢 3 区分別人口構成をみると、65 歳以上の

人口比は増加傾向、15歳未満の人口比は減少傾向が続いていましたが、近年は横ばい傾向と

なっています。 

人口の推移（各年 1 月 1日） 

 

（住民基本台帳より作成） 

※住民基本台帳法の一部改正により 2013 年から外国人を含んでいる。 

 

年齢 3 区分別人口割合の推移（各年 1 月 1 日） 

 

（住民基本台帳より作成） 

人口動向・将来人口推計 

（１）総人口 

359,530 
332,955 

310,707 
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 2000 年と 2025 年を比較すると、10 歳～24 歳、65 歳～69 歳の人口は減少傾向にあります

が、その他の年齢層は増加傾向にあります。また、両年ともに、男女とも最も人口が多い年

齢層は 25歳～29 歳となっています。 

5 歳階級別人口構成の変化（各年 1 月 1日） 

 1980 年 2000 年  2025 年 

   

  （住民基本台帳より作成） 

 

 

出生数・合計特殊出生率ともに 2016 年をピークに概ね減少傾向にあり、2023 年の合計特

殊出生率は 0.86 となっています。 

出生数・合計特殊出生率の推移 

 

（東京都人口動態統計より作成） 

 

（２）年齢構成 

（３）出生数・合計特殊出生率 
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子ども女性比（0～4歳人口／15～49 歳女性人口）は近年減少傾向にあり、2025 年は 0.119

となりました。 

中野区の子ども女性比の推移（各年 1月 1日） 

 

（住民基本台帳より作成） 

 

 

 

  

（４）子ども女性比 
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 2011 年から転入超過が続いていましたが、2021 年から 2022 年は転出超過となりました。

2023 年からは再び転入超過に転じています。 

 自然変動は（出生－死亡）は、出生者数が死亡者数を下回る状況が続いており、2024 年は

910 人の自然減となっています。 

社会動態（転入・転出者数） 

 

（住民基本台帳より作成） 

 

自然動態（出生・死亡者数） 

 

（住民基本台帳より作成） 

 

 

  

（５）人口動態 
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外国人人口は、新型コロナウイルス感染症の影響等を受けて一時期減少しましたが、2023

年から増加に転じました。2025 年には 24,632 人となり、総人口の 7.2％を占める状況となっ

ています。 

外国人人口の推移（各年 1月 1日） 

 

（住民基本台帳より作成） 

 

 

近年、昼間人口及び夜間人口ともに増加傾向にあります。昼夜間人口比率は概ね上昇傾向

にあり、2005 年以降は 90 以上を推移しています。 

昼夜間人口・昼夜間比率 

 

（国勢調査より作成） 
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世帯数は増加傾向にある一方で、1世帯当たりの人員の縮小が進んでおり、2020 年には 1.66

人となっています。 

世帯類型別構成比の推移をみると、「単身世帯」が 6 割以上を占め最も多く、続いて、「夫

婦と子、ひとり親と子からなる世帯」となっています。 

世帯数の推移 

 

（国勢調査より作成） 

 

世帯類型別構成比の推移 

 

（国勢調査より作成） 
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国立社会保障・人口問題研究所による「日本の地域別将来人口（令和 5 年推計）」を基に、

直近の住民基本台帳人口等を勘案した推計（以下「基本推計」といいます。）を基準とし、中

野駅周辺のまちづくりの動向や子どもと子育て家庭の定住促進など基本計画に掲げる取組の

影響を見込み、将来人口推計を行いました。 

この推計では、区の総人口は、当面の間増加が続き、2040 年にピークの約 36 万 9千人に達

すると見込んでいます。その後、減少に転じ、2070 年には約 32 万 3 千人になると見込んでい

ます。また、年齢 3区分別人口の推移を見ると、65 歳以上の人口は 2025 年以降増加傾向が続

き、2050 年には 4人に 1人の割合となり、2070 年には約 9万 8千人へと増加すると推計して

います。 

基本推計と比較すると、2040 年にピークを迎えるという点は共通していますが、ピーク時

の人口について、約 3 千 4 百人の差があります。2 つの推計の差は年を追うごとに拡大し、

2070 年には約 5千 2百人の差になると見込んでいます。 

 

将来人口推計 

 

※2020 年の数値は、2020 年国勢調査の人口を示しています。2025 年以降の数値は推計値

となります。 
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年齢 3区分別人口推移 

 

 

年齢 3区分別人口割合 
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≪歳入≫ 

 歳入は、一般財源と特定財源に分けることができます。一般財源は、使途の制約を受けな

いもので、特別区税や特別区財政調整交付金などによって構成されます。歳入総額に対して

一般財源の占める割合が高いほど、多様な行政ニーズに対し弾力的に対応することが可能に

なります。 

 2024 年度決算において、歳入総額は 1,894 億円で、うち一般財源は 981 億円となってい

ます。一般財源のうち、特別区税と特別区財政調整交付金は歳入全体の 44.6％を占めてお

り、844 億円となっています。 

 

■歳入決算額の推移（一般財源・特定財源別） 
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≪歳出≫ 

目的別にみると、教育費（幼稚園、学校教育、生涯学習、図書館などの経費）が小中学校

施設整備費の増などにより増加しています。一方で、総務費（庁舎管理、広報、情報システ

ムなどの経費）が、2024 年度は新区役所整備の完了などにより減少しています。 

性質別でみると、義務的経費のうち、人件費（職員の給与・退職金など）は、年度ごとに

退職手当の増減はありますが、近年は増加傾向となっています。扶助費（社会保障制度の一

環として法律などに基づいて支出する経費）は、民間保育施設への給付費の増などにより増

加傾向となっています。投資的経費は、中野駅周辺まちづくりなどを進めており、2024 年

度は、囲町東地区市街地再開発事業や小中学校施設整備などが大きな割合を占めています。 

■歳出決算額の推移（目的別） 

 
 

■歳出決算額の推移（性質別） 

 
 

 

 

235 214 174 157 167

482

180
288 367

199

585 602 629 687 710

688

758
778

814

818

101 84 86 80 86

97

123
128

131

114
138 134 119 147 141

151

190

215

279

304

120 123 117
210 225

435

249
161

250
313

123 73 96

77 86

50

44
52

144
104

1,301
1,230 1,221

1,358 1,415

1,903

1,543
1,623

1,986
1,852

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

2,100

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

億円

年度

衛生費

民生費

土木費

教育費

その他

総務費

200 200 202 197 200 203 197 201 192 221 

345 365 380 378 406 438 509 505 526 541 
97 49 73 52 59 17

15 16

102 67 
163 148 131 197

236
423 300 232

490 416 

150 161 165
197

203

207 237
249

246 281 

346
307 271

338
310

615

286
420

430 
325 

1,301 
1,230 1,221 

1,358 
1,415 

1,903 

1,543 
1,623 

1,986 
1,852 

642 613 655 627 665 658 720
722

820
830

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

2,100

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

億円

年度

義務的経費

投資的

経費

義務的経費

その他の経費

物件費

その他

人件費

扶助費

公債費

義務的経費計

21



 

①一般財源ベースの財政フレーム 

10 年間の財政フレーム(一般財源ベース)の見込みは、以下の表のとおりです。 

なお、投資的な事業に係る経費について、その財源を明確にするため、歳出を一般財源

ベース（事業費から国や都の補助金等を除いた額）で算定し、その財源対策分として歳入

に基金の繰入額と特別区債の発行額を加えています。 
 

    （単位：億円） 
   基本計画 次期・ 

基本計画 
計 

   前期 後期 

歳
入 

特別区税 847 1,279 2,186 4,312 

特別区交付金（財産

費除く） 
918 1,418 2,473 4,810 

その他一般財源 290 449 785 1,524 

基金繰入金 378 502 548 1,428 

特別区債 295 292 309 895 

財産収入等 296 436 454 1,186 

歳入合計 3,025 4,377 6,753 14,155 

歳
出 

義務的経費 956 1,621 2,767 5,344 

 人件費 470 738 1,254 2,462 

 公債費 102 280 429 810 

 扶助費 384 603 1,084 2,071 

繰出金 205 304 502 1,010 

一般事業費 705 1,093 1,924 3,722 

新規･拡充等事業 710 777 882 2,370 

(うち施設関連経費) 305 375 482 1,162 

基金積立金 450 582 677 1,709 

 財政調整基金 104 65 177 347 

 減債基金 56 168 127 351 

 特定目的基金 289 349 373 1,011 

歳出合計 3,025 4,377 6,753 14,155 

 

 

 

 

（２）10 年間の財政フレーム 

22



《フレーム策定の前提条件》 

このフレームは、歳入・歳出額を一般財源ベースで推計し、前期を 2年間、後期を

3 年間、次期・基本計画はその後の 5 年間と想定して示したものです（以下、②基金

の積立・繰入計画、③起債の活用計画においても同様です）。試算にあたっては、現時

点で想定される歳入・歳出の増減要素を加味し、把握できる税財政制度改正の影響額

について反映しました。 

 

■歳入 

○計画期間における経済成長率を 0.5％～1.4％と想定し推計しました。 

○特別区税は、2026 年度の収入見込みをベースに算出しました。 

○特別区交付金（財産費は除く）は、経済成長を加味して推計しました。 

○基金の繰入には、起債償還のための減債基金の繰入のほか、学校の改築やまち

づくり、施設整備などの投資的な事業に充てる基金の繰入を含んでいます。基

金ごとの内容は、②基金の積立・繰入計画のとおりです。 

○特別区債は、起債の対象となる投資的な経費について精査し、将来の公債費負

担を考慮しながら発行可能な額を見込みました。具体的には、③起債の活用計

画のとおりです。 

 

■歳出 

○人件費は、退職手当の額や、職員数の推移を見込んで推計しました。 

○公債費は、既発行分に新規発行分を加えて推計しました。 

○扶助費は、生活保護費等の伸びを見込みました。 

○繰出金は、高齢者人口、被保険者数の推移等を見込んで推計しました。 

○一般事業費は、PDCA サイクルによる事業の見直し改善、事業経費の縮減のほ

か、経済成長を見込み推計しました。 

○新規・拡充等事業には、基本計画で取り組む投資的な経費や、新規・拡充、推

進する経費分を見込みました。 

○基金積立には、財政調整基金・減債基金・特定目的基金それぞれについて所要

額を見込みました。基金ごとの内容は、②基金の積立・繰入計画のとおりで

す。 
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②基金の積立・繰入計画 

基金の計画的な積立と繰入を行い、基金の持つ財源の年度間調整機能を活用していきま

す。各期の基金の積立、繰入及び当該期末基金残高の見込みは、以下の表のとおりです。 

 

   （単位：億円） 

種別 区分 
基本計画 

次期・基本計画 
前期 後期 

財政調整基金 

積立 104 65 177 

繰入 54 63 103 

残高 403 406 479 

減債基金 

積立 56 168 127 

繰入 51 148 137 

残高 16 35 25 

義務教育施設整備基金 

積立 56 79 54 

繰入 76 60 75 

残高 91 110 88 

社会福祉施設整備基金 

積立 79 34 11 

繰入 32 28 25 

残高 73 79 65 

道路・公園整備基金 

積立 52 78 130 

繰入 49 78 120 

残高 52 52 62 

まちづくり基金 

積立 101 158 178 

繰入 116 124 87 

残高 56 90 181 

合計 

積立 450 582 677 

繰入 378 502 548 

残高 692 771 900 

計（減債基金を除く） 残高 676 736 875 

※残高は、各期末見込を記載しています。 
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③起債の活用計画 

起債の活用は、原則として、後年度の負担が大きい公共施設の建設整備・除却、防災基

盤の整備及び公共用地の取得に限定して行います。起債の活用計画は、以下の表のとおり

です。 

 

■発行額（一般会計） （単位：億円） 

区分（目的） 
基本計画 

次期・基本計画 計 
前期 後期 

学校関連  123  181  225  529 

まちづくり  164  95  65  323 

保健福祉・子ども施策  -  4  -  4 

区有施設・総務  7  13  19  39 

計  295  292  309  895 

 

■公債費負担比率（中野区方式）の推計 （単位：億円・％） 

区分 
基本計画 

次期・基本計画 計 
前期 後期 

一般財源総額 A 2,265 3,550 5,829 11,645 

実質公債費※B 107 299 419 825 

公債費負担比率 B/A（%） 4.7% 8.4% 7.2% 7.1% 

※実質公債費＝元利償還金＋減債基金積立金－減債基金繰入金 

 

■起債残高の推計（期末残高。用地特別会計を含む）（単位：億円） 

区分 
基本計画 

次期・基本計画 
前期 後期 

起債残高 541 590 554 

（参考）土地開発公社 62 46 7 

※土地開発公社の数字は金融機関借入残高の推計 
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基金や起債を活用する予定の主な事業（一般会計分）は下表のとおりです。事業費等は、

現時点での各期の想定経費です。また、社会経済状況の変化に応じて事業実施スケジュール

等は変更になることがあります。 
※表示単位未満を四捨五入しているため、5,000 万円未満の事業費等は表示していません。 

 

     （単位：億円）） 

事業名 区分 
基本計画 次期・ 

基本計画 
計 

前期 後期 

ま
ち
づ
く
り 

中野駅地区 

・中野駅南北通路 

・中野駅橋上駅舎 

事業費  32   -   -   32  

起債  17   -   -   17  

基金繰入  7   -   -   7  

中野二丁目地区 

事業費  9   -   -   9  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  5   -   -   5  

中野三丁目地区 

事業費  17   1   -   17  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  11  -  -   11  

中野四丁目新北口地

区 

事業費  207   107   -   314  

起債  115   41   -   155  

基金繰入  18   29   -   47  

囲町東地区・西地区 
事業費  51   32   -   83  

起債  23   -   -   23  

基金繰入  9   19   -   28  

連続立体交差事業調

整 

事業費  16   22   22   60  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  12   16   16   45  

新井薬師前駅周辺基

盤整備（区画街路 3

号線・補助第 220 号

線） 

事業費  28   50   23   101  

起債  -   11   -   11  

基金繰入  14   16   9   39  

新井薬師前駅前地区

再整備 

事業費  -   6   54   61  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  -   2   20   22  

沼袋駅周辺地区基盤

整備(区画街路第 4

号線) 

事業費  43   83   57   183  

起債  10   43   33   86  

基金繰入  19   15   2   36  

（３）起債・基金を活用する主な事業 
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事業名 区分 
基本計画 次期・ 

基本計画 
計 

前期 後期 

ま
ち
づ
く
り 

沼袋駅前地区再整備 

事業費  -   8   68   76  

起債  -   -   13   13  

基金繰入  -   3   13   16  

野方駅以西のまちづ

くり 

事業費  5   15   3   23  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  4   9   -   13  

木造住宅密集地域整

備 

事業費  3   5   6   14  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  2   3   4   8  

弥生町防災まちづく

り 

事業費  3   4   -   7  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  1   1   -   2  

大和町まちづくり 

事業費  15   16   18   49  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  6   6   6   18  

東中野駅東口駅舎等

のバリアフリー化 

事業費  1   19   49   70  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  -   5   12   17  

道
路
・
公
園
等
整
備 

 

哲学堂公園再整備計

画 

事業費  5   14   9   28  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  2   12   8   22  

新たな公園の整備 

事業費  15   4   32   51  

起債  -   -   19   19  

基金繰入  7   4   5   16  

公園再整備事業 

事業費  12   15   38   65  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  11   14   37   62  

公園施設維持補修 

事業費  6   9   15   30  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  5   6   10   22  

無電柱化整備事業 

事業費  7   8   8   23  

起債  -   -   -   -  

基金繰入  6   5   6   16  
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事業名 区分 
基本計画 次期・ 

基本計画 
計 

前期 後期 

道
路
・
公
園
等
整
備 

 

道路舗装改良補修

等 

事業費      40       58       97      195  

起債       -        -        -        -  

基金繰入      24       35       59      118  

橋梁長寿命化修繕

等 

事業費       3        4        2        9  

起債       -        -        -        -  

基金繰入       1        2        1        3  

区
有
施
設 

文化・スポーツ施

設 

事業費       2        2       25       29  

起債       -        -       19       19  

基金繰入       2        2        6       10  

保育園・幼稚園 

事業費       6       17        9       33  

起債       -        -        -        -  

基金繰入       6       17        9       33  

すこやか福祉セン

ター等 

事業費      28       32       24       84  

起債       -        4        -        4  

基金繰入      25       26       24       75  

区民活動センター 

事業費      20       19        6       46  

起債       7       13        -       20  

基金繰入      13        4        6       24  

施設保全・その他

改修（長期保全） 

事業費      45       42       84      170  

起債       -        -        -        -  

基金繰入      43       40       84      167  

学
校 

学校改築 

事業費     212      250      306      768  

起債     123      181      225      529  

基金繰入      74       60       75      209  

学校施設計画改修 

事業費      14       21       34       69  

起債       -        -        -        -  

基金繰入       -        -        -        -  
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第３章 基本計画の体系 

１ 基本構想・基本計画体系図 

２ 基本計画と SDGs の関係性 
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都市像

まちの姿

区政運営

重点プロジェクト

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

基
本
構
想

　　　　　　　　　　　　　　　　 つながる　 はじまる　 なかの

人と人とがつながり、
新たな活力が生み出されるまち

　　　　　○　区民に信頼される対話と参加の区政を進めます　　　　　　　○　職員力でまちの価値と地域の力を高めます　　○　持続可能な財政運営を進めます
　　　　　○　社会の変化を見据えた質の高い行政サービスを提供します　　○　危機の発生に備えた体制を強化します

　　　未来ある子どもの育ちを
　　　 地域全体で支えるまち

基
本
計
画

政策

1 2 3 4 5 6 7 8

平
和
・
人
権
・
多
様
性
の
尊
重

多
文
化
共
生
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

社
会
の
変
化
に
対
応
し
た
質
の
高
い

教
育
を
実
現
す
る

ま
ち
全
体
の
子
育
て
の
力
を
高
め
る

多
様
性
を
生
か
し
新
た
な
価
値
を
生

み
出
す

地
域
愛
と
人
の
つ
な
が
り
を
広
げ
る

遊
び
心
あ
ふ
れ
る
文
化
芸
術
を
ま
ち

全
体
に
展
開
す
る

地
域
経
済
活
動
を
活
性
化
す
る

東
京
の
新
た
な
活
力
と
に
ぎ
わ
い
を

世
界
に
発
信
す
る

子
ど
も
の
命
と
権
利
を
守
る

人
の
つ
な
が
り
と
愛
着
が
生
ま
れ
る
地
域
づ
く
り

地
域
の
自
主
的
な
活
動
の
推
進
と
環
境
づ
く
り

誰
も
が
身
近
に
文
化
芸
術
に
親
し
め
る
環
境
づ
く
り

魅
力
的
な
地
域
資
源
の
発
掘
・
発
信

持
続
可
能
な
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
の
振
興

商
店
街
の
活
性
化
支
援
に
よ
る
に
ぎ
わ
い
空
間
の
創
出

一
人
ひ
と
り
の
子
ど
も
の
状
況
に
応
じ
た
教
育
と
支
援
の
充
実

特
色
あ
る
学
校
づ
く
り
と
家
庭
・
地
域
と
の
協
働
に
よ
る
学
校
運
営
の
推
進

一
人
ひ
と
り
の
可
能
性
を
伸
ば
す
学
校
教
育
の
充
実
・
支
援

多
様
な
子
ど
も
の
居
場
所
づ
く
り
の
推
進

妊
娠
か
ら
子
育
て
に
か
か
る
切
れ
目
な
い
相
談
支
援
体
制
の
充
実

将
来
を
見
通
し
た
幼
児
教
育
・
保
育
の
実
現

中
野
駅
周
辺
に
お
け
る
新
た
な
魅
力
や
価
値
の
創
出
・
発
信

中
野
駅
周
辺
ま
ち
づ
く
り
に
お
け
る
都
市
基
盤
の
整
備
と
多
様
な
都
市
機
能
の
誘
導

子
ど
も
の
権
利
保
障
と
意
見
表
明
・
参
加
の
促
進

生
活
に
困
難
を
抱
え
る
子
育
て
家
庭
へ
の
支
援

児
童
虐
待
の
未
然
防
止
、

早
期
発
見
・
早
期
対
応

子
ど
も
た
ち
の
「

生
き
る
力
」

を
育
む
教
育
の
充
実

特
別
な
配
慮
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
と
そ
の
家
庭
へ
の
一
貫
し
た
相
談
支
援
体
制
の
充
実

基本構想・基本計画体系図

区政運営の基本方針 　　　　　　　　　　　　　　　１ 対話・参加・協働に基づく区政運営　 　２ 危機の発生に備えた体制の強化 　３ 社会の変化に対応した質の高い行政サービスの提供

施策

①子育て先進区の実現
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9

子
育
て
世
帯
が
住
み
続
け
た
く
な
る

ま
ち
を
つ
く
る

22 24 25 26 27 28 29 30 31 32 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52

　　　　　　　　　　　　　　　　 つながる　 はじまる　 なかの

誰もが生涯を通じて安心して自分らしく
生きられるまち

安全・安心で住み続けたくなる
持続可能なまち

　　　　　○　区民に信頼される対話と参加の区政を進めます　　　　　　　○　職員力でまちの価値と地域の力を高めます　　○　持続可能な財政運営を進めます
　　　　　○　社会の変化を見据えた質の高い行政サービスを提供します　　○　危機の発生に備えた体制を強化します

15 16 17 18 19 2010 11 12 13 14

誰
も
が
自
分
ら
し
く
輝
け
る
地
域
社

会
を
形
成
す
る

生
涯
を
通
じ
て
楽
し
く
健
康
に
過
ご

せ
る
環
境
を
つ
く
る

災
害
に
強
く
回
復
力
の
あ
る
ま
ち
づ

く
り
を
進
め
る

時
代
の
変
化
に
対
応
し
た
ま
ち
づ
く

り
を
進
め
る

快
適
で
魅
力
あ
る
住
環
境
を
つ
く
る

環
境
負
荷
の
少
な
い
持
続
可
能
な
ま

ち
を
つ
く
る

若
者
の
チ
ャ

レ
ン
ジ
を
支
援
す
る

人
生
１
０
０
年
時
代
を
安
心
し
て
過

ご
せ
る
体
制
を
構
築
す
る

生
涯
現
役
で
生
き
生
き
と
活
躍
で
き

る
環
境
を
つ
く
る

誰
一
人
取
り
残
さ
れ
る
こ
と
の
な
い

支
援
体
制
を
構
築
す
る

安
全
・
安
心
な
生
活
環
境
と
防
犯
ま

ち
づ
く
り
を
進
め
る

23 33

権
利
擁
護
と
虐
待
防
止
の
推
進

区
民
が
主
体
的
に
取
り
組
む
介
護
予
防
の
推
進

多
様
な
課
題
を
抱
え
て
い
る
人
や
そ
の
家
族
の
早
期
発
見
・
早
期
対
応
の
推
進

障
害
者
へ
の
相
談
支
援
体
制
と
地
域
生
活
移
行
を
支
え
る
環
境
の
整
備

生
活
に
困
窮
し
て
い
る
人
の
自
立
に
向
け
た
支
援
の
充
実

障
害
者
の
就
労
や
社
会
参
画
の
推
進

子
育
て
し
や
す
い
住
環
境
の
充
実

若
者
の
社
会
参
画
支
援
の
充
実

高
齢
者
が
安
心
し
て
暮
ら
し
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
体
制
の
充
実

高
齢
者
を
支
え
る
医
療
や
介
護
・
生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
等
の
提
供
体
制
の
充
実

多
様
な
交
流
・
つ
な
が
り
を
育
み
、

い
つ
ま
で
も
活
躍
で
き
る
環
境
づ
く
り

感
染
症
の
予
防
と
拡
大
防
止

安
全
・
安
心
な
生
活
環
境
の
確
保

　　　　　　　　　　　　　　　１ 対話・参加・協働に基づく区政運営　 　２ 危機の発生に備えた体制の強化 　３ 社会の変化に対応した質の高い行政サービスの提供

多
様
な
ニ
ー

ズ
に
応
じ
た
み
ど
り
の
あ
る
魅
力
的
な
公
園
づ
く
り

誰
も
が
利
用
し
や
す
く
、

円
滑
に
移
動
で
き
る
交
通
環
境
の
整
備

脱
炭
素
社
会
の
推
進
と
気
候
変
動
へ
の
適
応

ご
み
の
減
量
や
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進

み
ど
り
の
保
全
と
創
出
の
推
進

犯
罪
や
事
件
・
事
故
の
防
止
と
消
費
生
活
の
安
全
の
推
進

災
害
に
強
い
体
制
づ
く
り

西
武
新
宿
線
連
続
立
体
交
差
事
業
を
契
機
と
し
た
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

各
地
区
の
特
性
に
応
じ
た
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

住
生
活
の
安
定
の
確
保
と
向
上
の
促
進

歩
き
た
く
な
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

道
路
・
橋
梁
の
着
実
な
整
備
・
改
修

認
知
症
の
あ
る
人
と
そ
の
家
族
を
支
え
る
環
境
づ
く
り

誰
も
が
身
近
に
運
動
・
ス
ポ
ー

ツ
活
動
に
取
り
組
め
る
環
境
づ
く
り

健
康
的
な
生
活
習
慣
が
身
に
つ
く
環
境
づ
く
り

地
域
医
療
体
制
の
充
実

生
涯
に
わ
た
り
学
び
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
づ
く
り

防
災
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

②地域包括ケア体制の実現 ③活力ある持続可能なまちの実現
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基本計画とSDGsの関係性
施策と特に関わりの強いSDGsのゴールとの関係性を一覧として示しています。

1

貧
困
を
な
く
そ
う

1 平和・人権・多様性の尊重 ●

2
多文化共生のまちづくりの推
進

3
人のつながりと愛着が生まれ
る地域づくり

4
地域の自主的な活動の推進と
環境づくり

5
誰もが身近に文化芸術に親し
める環境づくり

6
魅力的な地域資源の発掘・発
信

7
持続可能な地域経済を支える
中小企業の振興

8
商店街の活性化支援によるに
ぎわい空間の創出

9
中野駅周辺における新たな魅
力や価値の創出・発信

10
中野駅周辺まちづくりにおけ
る都市基盤の整備と多様な都
市機能の誘導

11
子どもの権利保障と意見表
明・参加の促進

12
生活に困難を抱える子育て家
庭への支援

●

13
児童虐待の未然防止、早期発
見・早期対応

14
子どもたちの「生きる力」を
育む教育の充実

15
一人ひとりの子どもの状況に
応じた教育と支援の充実

16
特色ある学校づくりと家庭・
地域との協働による学校運営
の推進

17
一人ひとりの可能性を伸ばす
学校教育の充実・支援

18
多様な子どもの居場所づくり
の推進

19
妊娠から子育てにかかる切れ
目ない相談支援体制の充実

20
将来を見通した幼児教育・保
育の実現

21
特別な配慮を必要とする子ど
もとその家庭への一貫した相
談支援体制の充実

9
子育て世帯が住み
続けたくなるまち
をつくる

22 子育てしやすい住環境の充実

10
若者のチャレンジ
を支援する

23 若者の社会参画支援の充実

4
地域経済活動を活
性化する

5
東京の新たな活力
とにぎわいを世界
に発信する

未
来
あ
る
子
ど
も
の
育
ち
を
地
域
全
体
で
支
え
る
ま
ち

6
子どもの命と権利
を守る

7
社会の変化に対応
した質の高い教育
を実現する

8

人
と
人
と
が
つ
な
が
り
、

新
た
な
活
力
が
生
み
出
さ
れ
る
ま
ち

1
多様性を生かし新
たな価値を生み出
す

2
地域愛と人のつな
がりを広げる

3

まち全体の子育て
の力を高める

SDGs（持続可能な開発目標）の推進

　2015年9月の国連サミットで採択された「持続
可能な開発のための2030アジェンダ」におい
て、国際社会全体の開発目標として、2030年を
期限とする「持続可能な開発目標（SDGs）」が
採択されました。

　SDGsでは、持続可能な世界を実現するための
17の目標（ゴール）と、具体的に達成すべき169
のターゲットを設定し、「誰一人取り残さな
い」社会の実現を目指し、経済・社会・環境を
めぐる広範囲な課題に対する総合的な取組が示
されています。

　国は、SDGs推進本部を設置し、「SDGs実施指
針」を策定しています。2023年12月に改定され
た実施指針では、SDGsの各目標が相互に関連し
ていることに配慮しつつ、重点事項の一つとし
て「誰一人取り残さない」包摂的な社会の実現
が掲げられています。その達成に向けて国や地
方自治体、NPO法人などの広範なステークホル
ダーの連携を推進していくこととしています。

　基本構想に描く「誰一人取り残さない」とい
う考え方や協働・協創の推進は、SDGsの目標や
方向性と同じであることから、本計画に掲げた
各施策の取組を着実に推進していくことでSDGs
の推進につなげていきます。

　SDGsの17のゴールは、いずれも密接に関わる
不可分の課題であり、統合的かつ横断的な取組
を推進していく必要があります。

　本計画では基本構想に掲げる「4つのまちの
姿」を基本目標として位置づけるとともに、政
策横断的な視点を持って重点的に推進する取組
を重点プロジェクトに位置づけています。これ
により、各施策を相互に関連づけながら、SDGs
のゴールも一体的かつ横断的な取組として推進
していきます。

　また、計画期間中にSDGsの達成年限である
2030年を迎えることを踏まえ、引き続きあらゆ
る施策においてSDGsの理念を意識しながら、持
続可能なまちづくりを着実に進めていきます。

            　　　　 　　　　　　　  　  　  SDGｓのゴール

 
　基本計画の基本目標／政策／施策

遊び心あふれる文
化芸術をまち全体
に展開する
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施策と特に関わりの強いSDGsのゴールとの関係性を一覧として示しています。

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

飢
餓
を
ゼ
ロ
に

す
べ
て
の
人
に
健
康

と
福
祉
を

質
の
高
い
教
育
を
み

ん
な
に

ジ
ェ

ン
ダ
ー

平
等
を

実
現
し
よ
う

安
全
な
水
と
ト
イ
レ

を
世
界
中
に

エ
ネ
ル
ギ
ー

を
み
ん

な
に
そ
し
て
ク
リ
ー

ン
に

働
き
が
い
も
経
済
成

長
も

産
業
と
技
術
革
新
の

基
盤
を
つ
く
ろ
う

人
や
国
の
不
平
等
を

な
く
そ
う

住
み
続
け
ら
れ
る
ま

ち
づ
く
り
を

つ
く
る
責
任
つ
か
う

責
任

気
候
変
動
に
具
体
的

な
対
策
を

海
の
豊
か
さ
を
守
ろ

う 陸
の
豊
か
さ
も
守
ろ

う 平
和
と
公
正
を
す
べ

て
の
人
に

パ
ー

ト
ナ
ー

シ
ッ

プ

で
目
標
を
達
成
し
よ

う

● ● ● ● ●

● ● ● ●

●

● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

● ●

● ●

● ●

● ● ●

● ●

● ●

● ● ● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ● ●

● ●

● ● ●

● ●

● ● ●
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24
高齢者が安心して暮らし続け
ることができる体制の充実

25
高齢者を支える医療や介護・
生活支援サービス等の提供体
制の充実

26
多様な交流・つながりを育
み、いつまでも活躍できる環
境づくり

27
区民が主体的に取り組む介護
予防の推進

28 権利擁護と虐待防止の推進

29
多様な課題を抱えている人や
その家族の早期発見・早期対
応の推進

30
障害者への相談支援体制と地
域生活移行を支える環境の整
備

31
生活に困窮している人の自立
に向けた支援の充実

●

32
障害者の就労や社会参画の推
進

33
認知症のある人とその家族を
支える環境づくり

34
誰もが身近に運動・スポーツ
活動に取り組める環境づくり

35
健康的な生活習慣が身につく
環境づくり

36 地域医療体制の充実

37
生涯にわたり学び続けること
ができる環境づくり

38 防災まちづくりの推進 ●

39 災害に強い体制づくり ●

40
西武新宿線連続立体交差事業
を契機としたまちづくりの推
進

41
各地区の特性に応じたまちづ
くりの推進

42
住生活の安定の確保と向上の
促進

●

43
歩きたくなるまちづくりの推
進

44
道路・橋梁の着実な整備・改
修

45
多様なニーズに応じたみどり
のある魅力的な公園づくり

46
誰もが利用しやすく、円滑に
移動できる交通環境の整備

47
脱炭素社会の推進と気候変動
への適応

48
ごみの減量やリサイクルの推
進

49 みどりの保全と創出の推進

50
犯罪や事件・事故の防止と消
費生活の安全の推進

51 感染症の予防と拡大防止

52 安全・安心な生活環境の確保

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 SDGｓのゴール

  基本計画の基本目標／政策／施策

なかのSDGｓパートナー登録制度について

　近年、気候変動や少子高齢化、地域コミュニ
ティの希薄化など、社会課題が複雑化・多様化
する中で、持続可能な社会の実現に向けた協働
の重要性が高まっています。

　こうした背景を踏まえ、中野区では、地域課
題の解決とSDGsの推進を目的に「なかのSDGs
パートナー登録制度」を創設しました。

　この制度では、区内で活動する企業・団体・
個人事業主を「なかのSDGsパートナー」として
登録し、区と連携してSDGsの目標達成に資する
取組を推進します。「なかのSDGsパートナー」
には、活動のPR支援や交流の場の提供などが行
われ、地域内外の連携を促進します。

　多様な主体が協力し合うことで、SDGsの目標
達成に向けた地域の力を高め、誰一人取り残さ
ないまちづくりを目指しています。

誰
も
が
生
涯
を
通
じ
て
安
心
し
て
自
分
ら
し
く
生
き
ら
れ
る
ま
ち

11
人生１００年時代
を安心して過ごせ
る体制を構築する

12
生涯現役で生き生
きと活躍できる環
境をつくる

13
誰一人取り残され
ることのない支援
体制を構築する

14
誰もが自分らしく
輝ける地域社会を
形成する

15
生涯を通じて楽し
く健康に過ごせる
環境をつくる

安
全
・
安
心
で
住
み
続
け
た
く
な
る
持
続
可
能
な
ま
ち

16
災害に強く回復力
のあるまちづくり
を進める

17
時代の変化に対応
したまちづくりを
進める

18
快適で魅力ある住
環境をつくる

19
環境負荷の少ない
持続可能なまちを
つくる

20
安全・安心な生活
環境と防犯まちづ
くりを進める
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●

● ●

● ●

●

● ● ●

● ●

●

● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ●

● ●

● ●

● ● ●

● ●

● ●

● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

● ●

● ● ● ● ● ●
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第４章 重点プロジェクト 

１ 子育て先進区の実現 

２ 地域包括ケア体制の実現 

３ 活力ある持続可能なまちの実現 
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〇基本構想で目指すまちの姿の実現に向け、政策及び施策を効率的かつ効果的に推進するた

め、政策を超えて共有する方向性を重点プロジェクトに掲げ、取り組んでいきます。 

〇各プロジェクトでは、政策横断的な視点をもって重点的に推進する取組を位置付けるとと

もに、各政策・施策相互の関係性を強化します。 

〇重点プロジェクトの推進にあたっては、全庁的な推進体制による進行管理を行うことで、

各取組の展開を連動させ、効率的かつ効果的にプロジェクトを実行していきます。 

 

       

 

重点プロジェクトについて 
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プロジェクト１ 子育て先進区の実現 
 

２０３０年に向けた方向性 

子ども・子育て家庭と地域のつながりづくりを進めます 

ǜǵȅ╔Ǚ  ǜǵƿ ǌǾ ƿ ↨ ¤↨ ƾǗ Ǟ Ǆ Ǌǒ ǛǝǾǻƹ 

╓ǡ ǝǗǝƿǽȅǗǂǖǙƷǂǆǛǚ  ǜǵǛ ╔Ǚּק ƿ Ǟ ǲ ǄǒǂǝǾ

ǘǂǽȅ ǴǱǌ¡

 

背景 

¹ ǡטּ   Ǣ ǝ ǚƵǽ  ǞƽƷǙǢ  Ǣ ǊǙƷǾǵǡנּ

ǡ    Ǣ ǞƵǽǱǌ¡

¹ È04 ǡ Éȅ ǾǛ  ǢִיǣƷǚ ┌ǊǙƷǱǌƿ / 8 Ǣ ǡ

ƿ ǊǙƷǱǌ¡

¹ ǝ ǚǢ  ƿ ǳǛǛǵǞ ǡ ǵ ǊǙƷǂǆǛƿזּ ǱǿǱǌ¡

¹ ǡ Ǣ  ╓ ȅ┐ ǊǙƷǂǒǴǡ ╓ ǡ  ǞǗǝƿǽזּ ·ǝ ǡ

╣ǞǝǾǛ ƻǼǿǱǌ¡ǆǡǒǴ  ǡ ǡ Ʒ ǛǝǾ ǡ ǜǵ ǡ ǡ ȅ ƻ

ǙƷǂǆǛǢ ǝ ǚǌ¡

¹ǆƹǊǒ ƾǼ ǆǿǱǚ ǴǙǀǒÔ ǜǵƿ ǷƾǞ╔ǔ  ╔ǙȅǌǾ ǚ ǝ ƿ

ǖǙƽǽ  ǜǵǛ ╔Ǚּק ǡ ƿ ƷǱǔÕ Ô ǡ ╔Ǚ ƿ Ǟ ǈǿǙƽǽ 

ǂǡ ǜǵǛ ╔Ǚּק ƾǼ ǣǿǾǱǔÕȅ ǌ ȅ╗ Ǌ  ǜǵǛ ╔Ǚּק ǡ

ȅ ǖǙƷǂ ƿƵǽǱǌ¡

 

プロジェクトにおける取組 

ǜǵǡ Ƿƾǝ ȅ ƻǾǛǛǵǞ ╔ǙǞ ǌǾ ↨ȅ ǌǾǒǴ  ǜǵǛ ╔Ǚּק ƿ

ǛǌǾ Ƿ ⱱ ȞºȼȢȅ ǊǱǌ

ǝ

5 00 ǜǵǡ Ǜ≥ ¤ ǡנּ Ӣ ǜǵǡ Ǟ Ǿ ⱱ ǡ

5 01 Ǟ ȅ ƻǾ ╔Ǚּק ǫǡ ⱱ
Ӣ ȅ ƻǾ ǜǵǛ ╔Ǚּק ǡ ǡ ⱱ

ӣǥǛǽ קּ ⱱǡ

5 02 ǡ   ¤ ꞌ ӡ ╔Ǚּק ǡ №Ǜ ⱱ

6 04
╗ ǥǛǽǡ ǜǵǡ Ǟꞌǋǒ ╔Ǜ ⱱǡ

ӡƷǋǴǡ ⱱ

Ӣ ⱱ

Ӥ╗ ǥǛǽǡ ╔ȴºȣǞꞌǋǒ

6 06 ╗ ǥǛǽǡּס ȅ ǣǌ ╔ǡ ¤ ⱱ Ӥ ╔Ǚ ⱱ ǡ Ǜ ⱱ

7 07 ǝ ǜǵǡ ǘǂǽǡ Ӣ ǜǵǡ ǡ ǡ

7 08
ƾǼ ╔ǙǞƾƾǾ ǿ ǝƷ ⱱ ǡ

ӡ ¤ ¤ ╔ǙȱºȨɔ ⱱ

Ӣ ╔Ǚ ⱱȞºȼȢǡ

ӣ קּ ǫǡ ⱱ

7 1/ ȅ Ǌǒ ╔¤ ╔ǡ ӡ ╔ȞºȼȢǡ ǡ

7 10
ǝ ȅ ǛǌǾ ǜǵǛǐǡּק ǫǡ╗

Ǌǒ ⱱ ǡ

Ӣ ǡ ƿƵǾ ǜǵǡ ⱱ

ӣ═ Țȋȅ ǛǌǾ ǜǵǫǡ ⱱ

0/ 12 ǡ ⱱǡ Ӣ ǡ ȅ ⱱǌǾ ǡ

02 18
ǝ ȅ ƻǙƷǾ Ƿǐǡּק ǡ ¤

ꞌǡ
ӡ ¤ ǡ

04 25 ╓═ ǡ ӡ ╓ǚǡ═ ǡ














































































































































































































































































































































































































































































































































